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公立大学法人広島市立大学職員兼業規程 

平成22年６月10日 

規 程 第 4 5 号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人広島市立大学職員就業規則（平成 22 年公立大学

法人広島市立大学規則第２号。以下「就業規則」という。）第 37 条の規定に基づ

き、公立大学法人広島市立大学（以下「法人」という。）に常時勤務する職員（公

益法人等への職員の派遣等に関する条例（平成 13 年広島市条例第 62 号）に基づ

き派遣された者を除く。以下「職員」という。）の兼業に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程で「兼業」とは、報酬の有無にかかわらず、職員が事業を営み、

その職以外の職を兼ね、又はその職務以外の事業若しくは業務に従事することを

いう。 

（兼業の許可基準） 

第３条 兼業は、次の各号のいずれの事由にも該当すると認められた場合に許可す

ることができるものとする。 

⑴ 法人の職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。 

⑵ 職員の職と兼業先との間に特別な利害関係がないこと、又は生じるおそれが

ないこと。 

 ⑶ 法人の信用を傷つけるおそれがないこと、又は法人の不名誉となるおそれが

ないこと。 

 ⑷ その他職務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じるおそれがないこと。 

（兼業の手続） 

第４条 職員が兼業を行う場合は、兼業許可申請書により、あらかじめ理事長の許

可を受けなければならない。 

（兼業の種類） 

第５条 理事長の許可を受けて従事することができる兼業の種類は、次の各号に掲

げるものとする。 

⑴ 営利企業以外の兼業 

ア 営利企業以外の団体の兼業 
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イ 教育に関する兼業 

ウ 広島市等の行政機関の兼業 

エ 独立行政法人の兼業 

⑵ 自営の兼業 

⑶ 営利企業の兼業 

ア 営利企業の事業に直接関与しない兼業 

イ 技術移転兼業 

ウ 研究成果活用兼業 

エ 監査役等兼業 

 ⑷ その他理事長が認める兼業 

２ 前項各号の兼業の内容は、第 13 条から第 21 条において定めるものとする。 

（従事時間） 

第６条 兼業は、原則として勤務時間外に行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、裁量労働制を適用された者及びその他理事長が必要

と認めた者については、勤務時間内に兼業を行うことできるものとする。 

３ 前項の規定により勤務時間内に兼業に従事した時間（裁量労働制を適用された

者が兼業に従事した時間及びその他理事長が必要と認めた時間を除く。）につい

ては、公立大学法人広島市立大学職員給与規程（平成 22 年公立大学法人広島市

立大学規程第 50 号）第 19 条の定めるところにより、給与を減額することができ

るものとする。 

（裁量労働制適用者のみなし勤務時間） 

第７条 裁量労働制が適用された職員が、兼業に従事する場合で、当該日に勤務で

きない場合は、裁量労働制のみなし勤務時間を勤務したものとはみなさない。 

（許可期間） 

第８条 兼業の許可期間は、１年以内とする。ただし、法令等により任期の定めが

ある場合は、当該任期を限度として許可することができる。 

２ 前項の許可期間は、更新することができる。 

（短期間の兼業） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する兼業については、第４条の規定にかかわら

ず、短期間兼業届出書を事前に届け出ることにより、理事長の許可を得たものと

みなす。ただし、職務の遂行に支障を生ずる等必要な場合には、理事長は、兼業
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に従事させず又は兼業に従事する日時等の変更を求めることができるものとす

る。 

 ⑴ １日限りの場合 

 ⑵ ２日以上７日以内で、総従事時間数が７時間 45 分未満の場合 

２ 前項の日数の算定は、従事する日の連続又は断続にかかわらず、あらかじめ従

事する日が特定され、当該業務の内容に継続性が認められる場合は、従事する日

のすべてを合算するものとする。 

（許可の取消し等） 

第１０条 理事長は、この規程により許可した兼業について、第３条の基準に適合

しなくなったと認められる場合、適合しないおそれがあると認められる場合、又

は当該許可に係る申請内容が事実と相違すると認められる場合、その許可を取消

し又は制限することができる。 

（報告） 

第１１条 理事長は、必要に応じて、許可を与えた職員に対して、兼業の実施状況

の報告を求めることができる。 

（免責） 

第１２条 兼業による事故及び災害については、法人は一切その責任を負わない。 

（営利企業以外の団体の兼業） 

第１３条 職員が、学校法人、社会福祉法人、公益法人等の営利企業以外の団体の

職を兼ねる場合（以下「営利企業以外の団体の兼業」という。）には、原則とし

て次の各号いずれかに該当する場合を除いて、理事長の許可を受けることができ

る。 

⑴ 学校法人の役員（理事長、理事、監事）及び学校長並びに専修学校、各種学

校又は幼稚園の設置者若しくはこれらを設置する団体の役員（理事長、理事、

監事）及び学校（園）長を兼ねる場合 

⑵ 社会福祉法人、公益法人等の団体（以下「法人等」という。）の役員（理事長、

理事、監事、顧問、評議員等）を兼ねる場合 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、著しく公益性が高いとものとして理事長が認

める法人等の役員を兼ねる場合には、理事長の許可を受けることができるものと

する。 

（教育に関する兼業） 
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第１４条 職員が、次の各号に掲げる公立、私立、公立大学法人及び国立大学法人

の学校、専修学校、各種学校等の教育施設等で教育に関する事業又は事務の非常

勤の職を兼ねる場合（以下「教育に関する兼業」という。）には、理事長の許可

を受けることができる。 

⑴ 公立、私立、公立大学法人及び国立大学法人の学校、専修学校、各種学校又

は放送大学学園の設置する大学及びこれらの教育施設の職員のうち、教育を担

当し、又は教育事務（庶務又は会計の事務に係るものを除く。以下同じ。）に従

事する職を兼ねる場合 

⑵ 教育委員会の委員、指導主事、社会教育主事その他教育委員会の職員のうち、

もっぱら教育事務に従事するもの及び地方公共団体におかれる審議会等で教育

に関する事項を所掌するものの構成員の職を兼ねる場合 

⑶ 学校法人、社会教育関係団体で、教育の事業を主たる目的とする法人又は団

体の職員のうち、専ら教育を担当し、又は教育事務に従事する職を兼ねる場合 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる職を兼ねる場合は、原則として理事長の

許可を受けることができない。 

⑴ 公立、私立の学校、専修学校、各種学校又は放送大学学園の設置する大学の

長を兼ねる場合 

⑵ 公立又は私立の図書館等の社会教育施設の長を兼ねる場合 

⑶ 教育委員会の委員その他執行機関の委員を兼ねる場合 

⑷ 学校法人及び社会教育関係団体の理事長又はその他の役員の職を兼ねる場合 

⑸ 大学等の入学試験の準備を目的として設置・開講されている予備校又はこれ

に類する教室、塾、講座等の講師を行う場合 

（広島市等の行政機関の兼業） 

第１５条 職員が、次の各号に掲げる条例、法律、政令等により、広島市等地方公

共団体又は国の行政機関（以下「行政機関」という。）に重要事項を調査審議す

るために設置されている審議会等の非常勤の職を兼ねる場合、これらに準ずる非

常勤の職を兼ねる場合又は当該機関に必要に応じて置かれている非常勤の職を

兼ねる場合（以下「行政機関の兼業」という。）には、理事長の許可を受けるこ

とができる。 

⑴ 公益性が強く、条例等で学識経験者から意見の聴取を行うことが義務付けら

れている場合 
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⑵ 行政機関の非常勤（前号に該当するものを除く。）の職を兼ねる場合 

⑶ 前２号のほか、行政機関が必要に応じて設置している非常勤の職を兼ねる場

合 

（独立行政法人の兼業） 

第１６条 職員が、次の各号に掲げる独立行政法人(独立行政法人通則法(平成 11

年法律第 103 号)第２条第１項に規定する独立行政法人、地方独立行政法人法(平

成 15 年法律第 118 号)第２条第１項に規定する地方独立行政法人)の非常勤の職

を兼ねる場合（以下「独立行政法人の兼業」という。）には、理事長の許可を受

けることができる。 

⑴ 独立行政法人に置かれる委員会等の委員を兼ねる場合 

⑵ 前号のほか、独立行政法人が必要に応じて設置している非常勤の職を兼ねる

場合 

（自営の兼業） 

第１７条 自営の兼業は、当該事業が相続、遺贈等により家業を継承したものであ

る場合又は不動産若しくは駐車場の賃貸の事業を営む場合には、理事長の許可を

受けることができる。 

（営利企業の事業に直接関与しない兼業） 

第１８条 職員が、次に掲げる営利企業の事業に直接関与しない職を兼ねる場合（以

下「営利企業の事業以外の兼業」という。）には、理事長の許可を受けることが

できる。 

⑴ 法人が管理する特許（出願中のものを含む。）の実施のための契約に基づく実

施企業に対する技術指導である場合 

⑵ 営利企業付設の教育施設、研修所及び研修会等又は文化講座等の非常勤講師

で従業員教育又は社会教育の一環と考えられる場合 

⑶ 営利企業における研究開発（基礎研究、応用研究及び開発研究をいい、技術

開発を含む。以下同じ。）に従事し、又は研究開発に関する技術指導に従事す

る場合 

⑷ 法令又は条例で、学識経験者からの意見聴取を行うことを義務づけられてい

る場合 

⑸ 技術移転事業者が行う他の企業に対する技術指導に従事する場合 

⑹ 技術移転事業者が行う技術に関する研究成果の発掘、評価、選別に関する業
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務に従事する場合 

⑺ 営利企業の経営及び法務に関する助言を行う場合 

⑻ その他理事長が認める場合 

（技術移転兼業） 

第１９条 職員が、次項にいう技術移転事業者の役員（監査役を除く。）、顧問又は

評議員（以下「役員等」という。）の職を兼ねる場合（以下「技術移転兼業」と

いう。）には、理事長の許可を受けることができる。 

２ この規程において「技術移転事業者」とは、営利企業を営むことを目的とする

会社その他の団体であって、大学等における技術に関する研究成果の民間事業者

への移転の促進に関する法律(平成 10 年法律第 52 号。以下「大学等技術移転促

進法」という。)第２条第１項に規定する特定大学技術移転事業(大学等技術移転

促進法第５条第２項に規定する承認計画に係るものに限る。以下「承認事業」と

いう。)を実施するものをいう。 

３ 許可を受けて技術移転兼業を行う職員は、兼業の状況について、次の各号に掲

げる事項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。 

⑴ 氏名、所属及び職名 

⑵ 技術移転事業者の名称 

⑶ 技術移転事業者の役員等としての職務内容 

⑷ 技術移転事業者の役員等としての職務に従事した日時等 

⑸ 技術移転事業者から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益（実

費弁償を除く。）の種類及び価額並びにその受領の事由 

４ 理事長は、技術移転兼業の終了した日から２年間は、当該技術移転兼業に従事

した職員を、技術移転事業者との間に特別な利害関係等がある業務に従事させて

はならない。 

（研究成果活用兼業） 

第２０条 職員が、次項にいう研究成果活用企業の役員等の職を兼ねる場合（以下

「研究成果活用兼業」という。）には、理事長の許可を受けることができる。 

２ 研究成果活用企業とは、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体で

あって、職員の研究成果を活用する事業（以下「研究成果活用事業」という。）

を実施するものをいう。 

３ 許可を受けて研究成果活用兼業を行う職員は、兼業の状況について、次の各号
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に掲げる事項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。 

⑴ 氏名、所属及び職名 

⑵ 研究成果活用企業の名称 

⑶ 研究成果活用企業の役員等としての職務内容 

⑷ 研究成果活用企業の役員等としての職務に従事した日時等 

⑸ 研究成果活用企業から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益（実

費弁償を除く。）の種類及び価額並びにその受領の事由 

４ 理事長は、研究成果活用兼業の終了した日から２年間は、当該研究成果活用兼

業に従事した職員を、株式会社等との間に特別な利害関等がある業務に従事させ

てはならない。 

（監査役等兼業） 

第２１条 職員が、株式会社又は有限会社（以下「株式会社等」という。）の監査役

又は社外取締役の職を兼ねる場合（以下「監査役等兼業」という。）で次の各号

に掲げる基準のいずれにも適合すると認められるときは、理事長の許可を受ける

ことができる。 

⑴ 監査役等兼業を行おうとする職員が、当該監査役又は社外取締役の職務に従

事するために必要な知見を職員の職務に関連して有していること。 

⑵ 職員の職と兼業先の株式会社等及び当該株式会社等の親会社との間に特別

な利害関係がないこと、又は生じるおそれがないこと。 

⑶ 当該許可申請前２年以内に、職員が当該申請に係る株式会社等との間に、特

別な利害関係等がある職を占めていた期間がないこと。 

⑷ 当該申請に係る株式会社等の経営に職員の親族（配偶者並びに３親等以内の

血族及び姻族に限る。以下同じ。）が、次に掲げるような強い影響力を有して

いないこと。 

ア 職員の親族が所有している当該株式会社等の株式の数又は出資の額の合

計が、当該株式会社等の発行済株式の総数又は出資の総額の４分の１を超え

る場合 

イ 職員の親族が、当該株式会社等の取締役の総数の２分の１を超えて当該取

締役の職に就いている場合 

ウ 職員の親族が、当該株式会社等の代表取締役会長又は代表取締役社長に就

いている場合 
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２ 許可を受けて監査役等兼業を行う職員は、兼業の状況について、次に掲げる事

項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。 

⑴ 氏名、所属及び職名 

⑵ 株式会社等の名称 

⑶ 株式会社等の監査役又は社外取締役としての職務に従事した日時等 

⑷ 株式会社等から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益（実費弁

償を除く。）の種類及び価額並びにその受領の事由 

３ 理事長は、監査役等兼業の終了した日から２年間は、当該監査役等兼業に従事

した職員を、株式会社等との間に特別な利害関等がある業務に従事させてはなら

ない。 

（その他） 

第２２条 この規程に定めるもののほか、職員の兼業に関し必要な事項は、理事長

が別に定める。 

   附 則 

この規程は、平成 22 年６月 10 日から施行する。 

   附 則 

この規程は、平成 27 年１月１日から施行する。 

 


